
【１ 陳情の審査】

（１）陳情第１５６号

水道料金、下水道使用料の値上げを行わないことを求める陳情

（２）陳情第１５８号

市の上下水道料金・使用料を据え置くことを求める陳情

環 境 委 員 会 資 料
令和８年７月３０日

上 下 水 道 局
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１ 料金・使用料の改定理由等
１－１ 改定理由
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１ 料金・使用料の改定理由等
１－２ これまでの経過

•

•

•



4２ 料金・使用料水準の算定

 

29,53229,61929,76529,82829,78229,85630,07231,18731,11631,675
21,98822,14222,32622,44722,46922,59522,76823,42423,29724,325
7,5457,4777,4397,3817,3147,2617,3047,7637,8197,350

36,97936,28435,43534,65033,94133,02032,38432,84330,82230,018
6,1806,0135,8425,6875,5295,3675,2266,0825,2194,813
8,2868,2668,3238,2018,1458,1308,1398,1398,0728,011
4,9914,9974,7924,7064,6424,5014,4994,4264,0244,124
2,5482,3742,2532,2362,5302,6272,3872,1812,2832,272

336336336336326326326344279320
268262257252247242238315291225

1,1471,1851,1621,1411,1171,0951,0741,4801,048967
10,0739,9049,7359,3488,9008,5468,2187,8007,3917,201
2,2442,1281,9701,8031,6261,4341,2631,215950873

9078187669418797531,0158611,2651,212
▲ 7,447▲ 6,665▲ 5,669▲ 4,822▲ 4,158▲ 3,165▲ 2,312▲ 1,6562941,657

6,0535,7627,0197,3858,1318,9768,61810,2896,4047,455
5,2775,0006,2856,6037,2178,0897,8259,2616,0167,079

7767627347829148877931,028388376
17,39116,63719,74120,52122,12324,16223,47422,09018,38217,437
13,44912,76115,95916,81618,49520,68319,95018,52214,91513,898
3,8373,7703,6773,6003,5233,3733,4193,4553,4013,516

1051051051126624
▲ 11,338▲ 10,875▲ 12,721▲ 13,136▲ 13,992▲ 15,186▲ 14,855▲ 11,800▲ 11,978▲ 9,982

10,72210,49110,61310,30110,0089,8519,4428,6448,5407,598

▲ 8,063▲ 7,049▲ 7,778▲ 7,657▲ 8,143▲ 8,499▲ 7,725▲ 4,813▲ 3,144▲ 727

▲ 48,460▲ 40,397▲ 33,348▲ 25,570▲ 17,913▲ 9,770▲ 1,2716,45511,26714,411

料金改定をしない場合、
R8以降純損失が発生し、
R9以降資金不足が発生する。



5２ 料金・使用料水準の算定

 

43,79543,84343,81244,46843,88444,22244,21543,30042,89842,304 
20,63220,82721,04621,21521,37521,54521,75421,97722,01021,909 

16,35416,02115,77015,19614,53914,20013,62313,08512,20811,990 

6,8096,9966,9978,0567,9708,4778,8388,2398,6818,405 
49,53448,78247,72947,23146,06346,00845,10843,19041,00439,740 

3,7593,6523,5483,4473,3473,2493,1573,5653,2532,939 
3,4703,3673,3953,1633,2853,2523,0613,4753,0412,674 
3,2333,1093,0123,8553,5733,8474,1082,7252,4001,998 
2,4912,4602,4602,4442,3732,3732,3212,1671,9312,314 

660647630617605593582718595557 
2,2842,2392,1952,1522,1102,0681,9502,0631,9861,917 

25,57525,78025,29625,21125,27925,44025,22424,63524,46324,184 
7,0976,5245,9795,1344,5043,7393,1062,4291,9291,841 

9661,0041,2141,2069871,4461,6011,4141,4061,314 
▲ 5,739▲ 4,939▲ 3,916▲ 2,763▲ 2,179▲ 1,786▲ 8931111,8952,564 

44,83944,35542,69546,47642,01644,08348,71542,18640,72138,306 
35,17432,21132,87238,32134,52337,19039,60033,65928,53630,053 
5,0005,0005,0005,0005,0005,0005,0005,0005,9237,564 
4,6657,1444,8233,1552,4931,8934,1153,5276,262690 

63,27462,90761,16665,83561,29263,33667,72461,07659,50259,512 
29,00029,00029,00029,00028,00028,00028,00023,00023,68024,344 
29,30028,81527,03731,66928,05330,34835,04133,13132,24031,934 
4,9745,0925,1295,1665,2394,9884,6844,9453,5813,234 

▲ 18,435▲ 18,551▲ 18,471▲ 19,359▲ 19,276▲ 19,254▲ 19,010▲ 18,890▲ 18,780▲ 21,206
21,05221,06920,58520,40120,23220,21019,93718,73118,40918,076 

▲ 3,123▲ 2,421▲ 1,802▲ 1,721▲ 1,223▲ 83034▲ 481,523▲ 566

▲ 2,7843392,7604,5626,2837,5068,3368,3028,3506,828 

使用料改定をしない場合、
R9以降純損失が発生し、
R15以降資金不足が発生する。
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２ 料金・使用料水準の算定



7２ 料金・使用料水準の算定

 

 



8
 一般会計からの繰入れについて

２ 料金・使用料水準の算定

 地方財政法第６条及び地方公営企業法第17条の２第２項には、地方公営企業においては、その経営に要する経費は経営に伴う収
入をもって充てなければならないとする、いわゆる独立採算制の原則が規定されている。

 一方、地方公営企業法第17条の２第１項には、補助金、負担金、出資金、⾧期貸付金等の方法により一般会計等が負担する経費
が規定されており、その基本的な考え方については、毎年度「地方公営企業繰出について（以下「繰出基準」という。）」として総務省より各
地方公共団体に通知されている。

地方財政法（昭和２３年号外法律第１０９号）
（公営企業の経営）

第六条 公営企業で政令で定めるものについては、その経理は、特別会計を設けてこれを行い、その経費は、その性質上当該公営企業の経営に伴う収
入をもつて充てることが適当でない経費及び当該公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみをもつて充てることが客観
的に困難であると認められる経費を除き、当該企業の経営に伴う収入（第五条の規定による地方債による収入を含む。）をもつてこれに充てなけ
ればならない。但し、災害その他特別の事由がある場合において議会の議決を経たときは、一般会計又は他の特別会計からの繰入による収入をもつ
てこれに充てることができる。

地方公営企業法（昭和２７年号外法律第２９２号）
（経費の負担の原則）

第十七条の二 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において、出資、⾧期の貸付け、
負担金の支出その他の方法により負担するものとする。

一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費

二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみをもつて充てることが客観的に困難であると認められる経費

２ 地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において負担するものを除
き、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てなければならない。



9３ 料金・使用料制度の見直し

 



10４ 町内会・各種業界団体への説明会の実施予定（令和８年７月３０日現在）



11５ スケジュール

R8年度R8年度

検針時チラシ投函
アプリ通知など各種イベントでのパネル掲出・市民対話など

議会



12６ 陳情に対する本市の考え方（まとめ）

 

 

 

 



13６ 陳情に対する本市の考え方（まとめ）

 

 

 


